
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人口1人当たり人件費・物件費等決算額[109,480円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.7]
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定員管理の適正度
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実質公債費比率 [16.7%]
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人口1人当たり地方債現在高 [321,580円]

類似団体内順位

[ 11/39 ]

全国市町村平均

456,703

茨城県市町村平均

332,150

(円)

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

885,911

193,669

432,425

321,580

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）
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公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

土浦市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
　類似団体を大きく上回る０．９２となっており、また年々指数が増加する傾向にある。こうした状況を踏まえ、今後におい
ても市税等の徴収率の向上対策をはじめ、手数料の見直し、有料広告掲載事業の実施など様々な自助努力により財源
の確保に努める。
【経常収支比率】
　類似団体に比べ低めの数値となっているものの、地方交付税等の減収や扶助費等の増により年々上昇する傾向にあ
る。こうした状況を踏まえ、事務事業の徹底した見直しによる経費の抑制、また市税等の徴収強化による一般財源の確
保等により、８０％程度の水準に抑えたい。
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　類似団体に比べ若干低めの決算額となっており、人件費については適正な定数管理に基づく削減を図っている。また
物件費についても、経常的経費のマイナスシーリング等による削減を実施しているところである。
　今後も定員適正化計画に基づく人件費の抑制や経常経費の徹底した見直し等により、更なる効率的な事務執行体制
の確立に努める。

【ラスパイレス指数】
　平成１８年度から、国家公務員の給与構造改革に準じた給与構造改革を実施しており、今後も給与水準の適正化に努め
る。
【人口１人当たり地方債現在高】
　徹底した債務縮減により、特別会計を含めた市債残高は、平成１０年度末の１，０１７億円をピークとして、平成１８年度末
には８８４億円と▲１３３億円、▲１３．１％の削減を図ることができた。今後においても施策の重点化等により適正な市債管
理に努め、財政の健全化を図りたい。
【実質公債費比率】
　類似団体に比べ若干低めの数値となっているが、前年度に比べ０．３ポイント上昇している状況である。徹底した債務縮
減により、全国市町村平均の１５％程度の水準に抑えたい。
【人口1,000人当たり職員数】
　類似団体に比べ若干低めの数値となっているが、定員適正化計画に基づき、平成２３年４月１日までに、職員数を１１５
人程度削減することを目標としている。


